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A.支部毎の医療費に
かかる部分
5.2237％

B.全国一律の部分
4.6535％

C.精算の部分
0.08％

D.インセンティブ分
0.01％

令和７年度
滋賀支部保険料率

9.97％
＋ ＋ ＋ ＝

①療養の給付費等
5.2774％

＋
②年齢調整
0.0833％

＋
③所得調整
▲0.1371％

A②③ ： 年齢・所得を協会けんぽの平均に揃える調整（純粋に医療費の地域差のみを料率に反映させるため）

B ： 後期高齢者支援金、現金給付（傷病手当金等）、保健事業費、事業運営費など（全国共通料率）

C ： 令和５年度の支部毎の収支差（料率は見込みで決定→見込みの医療費と実績の医療費の収支差を２年後に精算）

D : 各支部が拠出する0.01％分を原資に、上位１５支部は報奨金で保険料率を引下げ（実績▲0.003～▲0.164％）

→滋賀支部35位（拠出のみ）

◆ 黄色部分 以外は、支部の努力では及ばない項目・・・では 黄色部分 はどうして決まる？

① ： 療養の給付費等 ：令和７年度の見込値＝令和５年度（２年前）の支部医療費の実績値 （支部医療費 ÷ 支部総報酬額）

D ： インセンティブ ：令和５年度（２年前）の評価実績による支部別ランキング

（配点：特定健診実施率７０、健康サポート（特定保健指導）実施率７０、健康サポート（特定保健指導）対象者減少率８０、再検査受診率５０、後発医薬品使用割合５０＝３２０)

◎ 結論

・保険料率を抑制するために、支部として出来ることは、「加入者の健康増進をはかることで、医療費を抑制する」こと。

（上手な医療のかかり方啓発：ジェネリック医薬品の使用促進、診療時間外受診やはしご受診の抑制など）

→具体的には、インセンティブ制度の評価指標にもなっている項目が最重要の取組み
＜医療費の半分が生活習慣病 ← 健康サポート（特定保健指導）の果たす役割大＞

＜留意点＞
・支部の努力が即反映するわけではない（健診・指導⇔医療費）（２年後の料率に影響）（インセンティブは全国支部との相対ランク）
・その他の要因：支部総報酬の増減、高齢化や医療の高度化で国民総医療費の増加は当面不可避（これをいかに抑制するかが重要）

支部保険料率の決まり方（概念）

※ 端数整理のため、計数が整合しない場合がある。

（参考）令和7年１月17日（金）
全国健康保険協会滋賀支部評議会資料を一部加工資料１－３

※記載している料率は令和７年度のもの


